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研究成果の概要（和文）：民主党政権の誕生は、左派の社会運動にとって政治体へのインプットという点では開かれた
環境を作り出したが、政府の混乱が続きアウトプットには結びつきにくかった。政権交代により目的を達成した運動は
、政府ではなく政党間関係の変化を生かして立法化に結びつけている。右派の社会運動は、野党になった自民党と連携
することで政治的な足がかりを得て、自民党の右傾化にも一定の役割を果たすこととなった。

研究成果の概要（英文）：The DPJ government, that came to power as a result of the 2009 general election, a
llowed left-leaning social movements greater access to policy-making process. However, the ruling DPJ's la
ck of stability in governance had it fail of producing any meaningful policy outputs. Successful social mo
vements such as those who lobbied for the NPO law revision chose to utilize changing power relations among
 parties, instead of directly approaching the DPJ government. By contrast, right-wing social organizations
 came to gain bigger political voice by lending strong support to the opposition party, LDP. It, as a cons
equence, has led the LDP to lean toward more right.

研究分野：

科研費の分科・細目：

社会科学

キーワード： 政治的機会構造　新しい公共　水俣病　反貧困　歴史教科書　脱ダム　夫婦別姓　外国人参政権

社会学・社会学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2009 年 8 月の総選挙において、55 年体制

の成立以降初めて本格的な政権交代が生じ
たが、その社会的影響について社会学者は
沈黙しているようにみえる。政権交代が現
実味を帯びるようになって以降、政治学は
機敏に反応して成果もすでに出されている
（高橋・安井編『政権交代と民主主義』2008、
後房雄『政権交代への軌跡』2009、山口二
郎『政権交代論』2009 など）。しかし、こ
れら直近のものも含めて政治学の政権交代
論は、政治体内部の組み換えと政策アウト
プットの変化に議論が限定されており、い
わば狭義の政治の水準しか語られていない。 
振り返ってみれば、本格的な政権交代と

はいえないが 1990 年代に生じた非自民連
立政権を皮切りとする政党の合従連衡のな
かで、社会運動は大きな影響を受けている。
薬害エイズ、水俣病、従軍慰安婦、NPO 法
の制定などは、自民党単独政権では政治決
着に至る可能性が低かった。それが、国政
のいわば混乱のなかで生じた機会（村山首
相や菅直人厚相の就任など）により、いず
れも急速に問題が政治化して一定の解決を
みるに至った。薬害エイズ裁判の原告が 2
人国会議員になり、水俣病や従軍慰安婦で
は政治決着を不満とする運動が分岐するな
ど、単なる目標達成ではなく運動組織自体
の大きな変化も、この時期には生じた。し
かし、日本の社会運動研究は政治との接点
をほぼ地方政治に限定しているためか、国
政上の変化と社会運動の関連を研究するこ
れら絶好の機会を逃してきた。そのため、
今回の政権交代の先駆例といえる 90 年代
の政治と運動については、学術的な蓄積が
ない。現政権がよほどの失態を演じて退場
しない限り、日本に政権交代が定着する可
能性が高く、90 年代の欠落を埋めるために
も現政権の同時代的な研究が必要である。 
政権交代の前後から、日本の社会運動は新
たに生じうる機会を最大限活用しようと、
議員や省庁への働きかけを強めてきた。そ
して新たに発足した内閣では、福島瑞穂消
費者・男女共同参画担当相や千葉景子法相
など、社会運動に積極的に関わってきた議
員が入閣している。民主党が寄り合い所帯
的な性格を持つことは、従来指摘されてき
たとおりだが、現在の組閣をみる限りでは
中道左派的な性格を明確に打ち出している
ことが大きな特徴となっている。その意味
で、保守色を強めていた自民党との相違は
大きく、貧困対策についていえば湯浅誠の
国家戦略室招聘、母子加算の復活、障害者
自立支援法の見直し、貧困実態調査の指示
など、急速に左旋回しているとみなしうる。
他方では、法務省は夫婦別姓を法制化する
べく動き出しているが、人権関連のイシュ
ーについては慎重姿勢に転じて運動との関
わりを避けているという現実もある。 
 

２．研究の目的 
本研究は、社会の水準で政権交代の影響

がどのようにあらわれるのかを、社会運動
という政治と社会の接点にある領域に着目
して解明することを目的とする。年金、子
ども手当などがよく取り上げられるが、長
期的にみれば社会運動と政治の関係の変化
に焦点を当てることの学術的な価値は高い。
では、運動とイシューの帰趨に対して影響
を及ぼす要因は何なのか。そしてその帰結
はどのように分岐していくのか。これらの
点を解明することが本研究の最終的な目的
となる。 
 
３．研究の方法 
外国人参政権、水俣病、反貧困、民法改

正、教科書問題、ダム建設、NPO 法・新し
い公共という 7 つのイシューで調査経験の
ある研究者を組織し、それぞれの分野で聞
き取りと参与観察を中心とする調査を進め
る。その際、政治過程アプローチに準拠し
て運動・政治体・敵手を調査対象とするが、
運動の動向把握→政治体・敵手への調査と
重なりつつも少しずつ重点を移行させてい
く。これらについて、国会議員や関連団体
に聞き取りを各人が行った。 
 
４．研究成果 
 7 つのイシューのうち、政策的アウトプッ
トに結びついたのは NPO 法、政府機関への
進出は反貧困だった。政権が好意的だったに
もかかわらず、政策に結びつかなかったのが
ダム建設、外国人参政権、民法改正となる。
教科書問題は、民主党政権というよりは自民
党と右派市民運動の結びつきの強化という
帰結をもたらした。水俣病は、政権交代の影
響を大きく受けておらず、司法判断によって
政策が変化するフェーズに入っている。 
 そこから明らかになるのは、インプットの
開放は運動の包摂をもたらすものの、必ずし
もアウトプットにつながらないということ
である。NPO 法改正が成立したのは、まず鳩
山政権の目玉として「新しい公共」が打ち出
されたという背景がある。だが、実際の立法
過程においては、行政よりもむしろ選挙後に
議員配分が変化したことで立法に生じた政
治的機会の開放が重要だった。反貧困につい
ては、一定のアウトプットを得られた一方で、
行政に対する距離感を保てなくなったため、
立法で成果を得ることはできなくなった。外
国人参政権にしても、与党に限らない議員立
法を指向するような動きがあれば、違った結
果になっていた可能性がある。 
 その意味で、政権交代による政治的機会構
造の変動といっても、インプットとアウトプ
ットでは異なっていたし、行政と立法でも異
なっていた。このように分節化された政治的
機会と運動の戦略との関係から、7 つのイシ
ューの帰趨を描くことができた。こうした知
見は、単行本として刊行するべく 4 月以降も



作業する予定である。 
 個別のイシューについては、排外主義運動
を民主党政権や自民党の右傾化との関連で
分析した。活動家個人のデータと、政治的言
説の変化、排外主義運動の係争課題を組み合
わせて分析を行い、2014 年 2 月に単行書を刊
行した。 
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